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議会案第18号 

 

 社会保障制度の一体的改革を求める意見書を別紙のとおり提出するものとする。 
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平成 18 年 3 月定例会・可決・全会一致 

 

社会保障制度の一体的改革を求める意見書 

 

 働く者の雇用と生活を取巻く環境は、所得や雇用の格差拡大・二極化の進展など依

然として厳しい状況にある。 

 そして、社会保障制度を取巻く情勢も少子高齢化の進展による負担と給付の構造変

化に加え、可処分所得の減少、年金未納者の増加、健保財政の悪化など多くの国民が

制度への不信と不安を抱えている状況にある。 

 多くの国民は、「負担を増やしても社会保障制度の水準を維持・拡充する」ことを

望んでおり、将来にわたって国民が信頼できる、透明で解りやすい社会保障制度とす

るためには、年金、医療、社会保険など社会保障制度全体の一体的な改革が必要であ

る。 

 よって、国においては、下記事項について実現されるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 基礎年金制度の税方式化・年金制度の一元化、医療・医療保険制度改革、パー  

ト労働者等の社会保険適用など社会保障制度全般の一体的改革を早急に進めるこ

と。 

２ 医療制度改革については、次の事項について確実な実行を図ること。 

① 医療費の内容と単価がわかる領収書発行の義務付け 

② 国民への医療機関に関する情報提供の制度化 

③ レセプトのオンライン化 

④ ＩＬＯ条約水準を上回る出産手当金の支給 

３ 高齢者医療制度については、これ以上の患者自己負担の引き上げを行わず、財 

政試算を明らかにした上で、改めて国民的な議論を行うこと。 

 

 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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